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申告書の法定提出期限は１月末日となっております。法定提出期

限までにご提出くださいますよう、ご協力をお願いします。

令和６年１月１日現在において、市内に所有する全資産を申告し

てください。（なお、 該当する資産のない方もその旨を備考欄に

記載して、ご申告くださいますようお願いします。）
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遊休資産（稼動を休止しているが、いつでも稼動できる状態にある資産）
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１

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

0.684

0.536

0.438

0.369

0.319

0.280

0.250

0.236

0.206

0.189

0.175

0.162

0.152

0.142

0.134

0.127

0.120

0.114

0.109

0.104

0.099

0.095

0.092

0.088

0.085

0.082

0.079

0.076

0.074

0.072

0.069

0.067

0.066

0.064

0.062

0.060
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31
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36

37

0.059

0.057

0.056

0.055

0.053

0.052

0.051

0.050

0.049

0.048

0.047

0.046
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43
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45
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49
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5

5

5
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1

1

2
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1

1

1

3
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（1,000円未満切捨て） （100円未満切捨て）（1.4 ％）

1.4％12,245,000 171,400

１００

２０

１００

２０

１００

２０

7,000,000

800,000

3,500,000

1,500,000

1,200,000

14,000,000

10

20

7

5

5

6,279,000

756,000

3,010,000

1,222,500

978,000

12,245,500
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　課税標準の特例が適用される償却資産を所有する方は、申告書の備考欄及び明細書の摘要欄にその旨

を記載し、更に別途「課税標準の特例申告書」（所沢市のホームページからダウンロードできます）を、

関係書類と共に提出してください。

　以下に掲げた表は特例資産の一部を例示したものです。適用のための要件が別に定められている場合

がありますのでご注意ください。また地方税法の一部改正により、特例率・期限・対象資産等が変更に

なる可能性があります。

課税標準の特例が適用される資産（地方税法第３４９条の３、同法本法附則第１５条）

根拠規定
資産の種類

一般ガス導管事業の用へ供する償却

資産

新設後５年
経済産業大臣による許可書の写し等

特例の対象となる資産が家庭的保育事

業の用に供されていることが確認でき

る書類

特例の対象となる資産が居宅訪問型保

育事業の用に供されていることが確認

できる書類

特例の対象となる資産が事業所内保育

事業の用に供されていることが確認で

きる書類

企業主導型保育事業費の運営費に係る

補助を受けたことが確認できる書類

特例の対象となる資産が特定事業所内

保育施設の用に供されていることが確

認できる書類

生産性向上要件証明書（工業会証明書）
の写し
先端設備等に係る誓約書（生産性向上
要件証明書を追加提出する場合に必
要）
認定通知書の写し
認定申請書の写し
先端設備等導入計画の写し
認定支援機関確認書の写し
【リース会社が固定資産税を納付する
場合に必要な追加書類】
リース契約見積書の写し
リース事業協会が確認した軽減計画書
の写し
【賃上げ方針を表明した場合に必要な
追加書類】
従業員へ賃上げ方針を表明したことを
証する書類

1/3

1/2

1/2

1/2

1/3

2/3その後５年

取得し適用された年度から

（期間の規定なし）

最初の適用開始後５年度分

適用開始後３年度分

賃上げ方針を計画に位置付け、

従業員に表明した場合

【設備の取得日】

～令和６年３月３１日

：適用開始後５年度分

～令和７年３月３１日

：適用開始後４年度分

※1…わがまち特例（地域決定型地方税制特例措置）

　平成２４年度税制改正により、固定資産税の一部の特例措置に関して、これまで国が一律で定めていた内容を、市町村

の判断により特例割合を条例で定めることができるようになりました。

家庭的保育事業の認可を得た者が直

接当該事業用に供する償却資産 ※1

居宅訪問型保育事業の認可を得た者

が直接当該事業の用に供する償却資

産　※１

事業所内保育事業の認可を得た者が

直接当該事業（利用定員が５人以下

のものに限る）の用に供する償却資

産　※１

企業主導型保育事業の運営費に係る

補助を受けた者が特定事業所内保育

施設の用に供する償却資産　※１

（H29年４月１日～令和６年３月

31日までに補助を受けた者が対象）

令和５年４月１日～令和７年３月

31日に新規取得した資産で、中小

企業等経営強化法に基づく先端設備

導入計画の認定を受けた先端設備

（資産によって条件が異なるので詳

しくは資産税課にお問い合わせくだ

さい）

適用期限 関係書類

令和５年現在

特例

額条 項号

２項

第

３４９

条の３

法

附則

第

１５条

27 項

28 項

29 項

32 項

45 項
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納税通知書により、４回（５月、７月、１２月、翌年の２月）に分けて納めていただきます。

※申告書の提出が遅れますと、事務処理上、納期を４回に分けられない場合がありますので、期限まで

　にご提出くださいますよう、ご協力をお願いします。

　皆様からいただいた固定資産税（償却資産）の申告書などをもとに、地方税法の規定に基づき調査を

実施しています。

　この調査は、償却資産に関する帳簿書類（固定資産台帳、決算書類及び税務書類等）を拝見し、申告

内容との照合・確認などを行うものです。

　また、地方税法第３５４条の２に基づき、所得税又は法人税に関する書類について閲覧を行うことが

ありますので、ご理解のほど、お願いいたします。

　なお、調査に伴い、修正申告をお願いすることがありますが、その場合の課税は、資産の取得年次に

応じて遡及することになりますので、あらかじめご承知おきください。

　（地方税法第３５３条、３５４条の２、４０８条）


